
議案第１０号

渋川市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和４年３月１日提出

渋川市長 髙 木 勉

渋川市個人情報保護条例の一部を改正する条例

渋川市個人情報保護条例（平成１８年渋川市条例第９号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条第９号中「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５９号）第２条第１項」を「個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）第２条第

９項」に改め、「。以下同じ」を削る。

第１７条第３号ウ中「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（

平成１５年法律第５８号）第１４条第２号ハ」を「個人情報保護法第７８条

第２号ハ」に改める。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

理 由

独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律及び行政機関の保

有する個人情報の保護に関する法律の廃止に伴い、所要の改正をしようとす

るものである。



渋川市個人情報保護条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表
（傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定 第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定

めるところによる。 めるところによる。

（１）～（８） （略） （１）～（８） （略）

（９） 国等 国、独立行政法人等（個人情報の保護に関する法律（平成 （９） 国等 国、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する個人情報

１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）第２条第９項 の保護に関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項

に規定する独立行政法人等をいう 。）、地方公共団体及び地 に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）、地方公共団体及び地

方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第 方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第

２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう 。）をいう。 ２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）をいう。

（１０）～（１２） （略） （１０）～（１２） （略）

（自己情報の開示義務） （自己情報の開示義務）

第１７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示の請求に係る自己情 第１７条 実施機関は、開示請求があったときは、開示の請求に係る自己情

報に次の各号に掲げる情報（以下「非開示情報」という。）のいずれかが 報に次の各号に掲げる情報（以下「非開示情報」という。）のいずれかが

含まれている場合を除き、開示請求をした者（以下「開示請求者」という 含まれている場合を除き、開示請求をした者（以下「開示請求者」という

。）に対し、当該自己情報を開示しなければならない。 。）に対し、当該自己情報を開示しなければならない。

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略）

（３） 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業 （３） 開示請求者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業

に関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日 に関する情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することがで その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個 きるもの（他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個

人を識別することができることとなるものを含む。）、個人識別符号が 人を識別することができることとなるものを含む。）、個人識別符号が

含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできな 含まれるもの又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできな

いが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害 いが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害

するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア・イ （略） ア・イ （略）

ウ 公務員等（個人情報保護法第７８条第２号ハ ウ 公務員等（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成

に規定する公務員等をいう。 １５年法律第５８号）第１４条第２号ハに規定する公務員等をいう。

）の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員等の職及び氏名（た ）の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員等の職及び氏名（た

だし、開示することにより個人の権利利益が損なわれるおそれがない だし、開示することにより個人の権利利益が損なわれるおそれがない

と認められる場合に限る。） と認められる場合に限る。）
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（４）～（９） （略） （４）～（９） （略）
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